総報酬制導入後最初の賞与支払実務はこうする

１．総報酬制の導入と賞与の考え方

　　　平成15年3月まで　　　　　　　　　　　平成15年４月以降
　　　賞与額×特別保険料率　　　　　　　　　標準賞与額×保険料率

　　　　　　　 （従業員0.8％）                     　　　　（従業員(40歳未満)10.89%）

①標準賞与額とは

　毎回の支払額から1,000円未満は切り捨てる。

下限は1,000円。上限は健康保険が200万円、厚生年金保険では150万円。

同月に複数回支払う時は合計額で決定。
②賞与とは
　名称のいかんにかかわらず労働の対償として支払われるすべてのもので年間を通じて

　４回以上支払われるもの(通常の報酬)以外のもの

③報酬とされる賞与とは
　毎年７月１日前の１年間に報酬以外の賞与が４回以上支払われる場合は報酬となる。

　定時決定等の際に１年間に支払われた賞与の額の１／12の額を加算して標準報酬月額を決定

２．賞与の保険料

　　保険料額　＝　標準賞与額　　×　　保険料率　　　

	種類
	保険料率

	健康保険
	82／1,000

	介護保険
	8.9／1,000

	厚生年金保険
	135.8／1,000  （一般）

149.6／1,000　（船員・坑内員）

155.5／1,000　（日本たばこ）

156.9／1,000　（ＪＲ）

152.2／1,000　（農林漁業団体）

	児童手当拠出金
	0.9／1,000　全額事業主負担


· 育児休業の申請をした場合、その日の属する月から終了する日の翌日の属する月の

前月に支払った賞与までが免除される

３．賞与の届出について

　賞与支給日から５日以内に届出

　ⅰ届出用紙による場合　　　　　　　　　「被保険者賞与支払届」「賞与支払届総括表」

ⅱＦＤターンアラウンド方式による場合　　基本情報収録のＦＤが前月に送付される

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　このＦＤは事業主の自社独自システムでの使用はできない。
　「届出作成プログラム」は社会保険庁ホームページ　http://www.sia.go.jp　からダウン

ロードできる

　◆ターンアラウンドＦＤに収録される情報

　　(1)被保険者の情報

　　　　事業所整理記号、被保険者整理番号、生年月日、被保険者氏名（カナ・漢字）、

　　　　種別（性別）、従前の標準報酬月額、従前の改定月

　　(2)事業所の情報

　　　　事業所の整理番号、事業所番号、郵便番号、事業所所在地、事業所名称、

事業主氏名、電話番号

４．賞与からの保険料控除について

　保険料は賞与を支給した月の翌月末日に支払（その月の標準報酬月額からの保険料との

　合計額による納入告知書が送付）

(1)  賞与の保険料控除事例

1 資格取得月　　　

· 資格取得日前の賞与は対象外　

2 資格喪失

☆　資格喪失月の賞与は対象外(月末が退職日ならその月の賞与から控除する)

①保険料○　　　　②保険料○　　②保険料×
　　　　　　　①保険料×　　　▼　　　　　　　　▼　　　　▼

　　　　　　　　　　▼


3 資格取得と資格喪失が同月

· 被保険者期間内の賞与からは控除する

4 同月内に資格喪失と資格取得

☆　転職のケースは前事業所の資格喪失月が対象外

　　　　　　　　　　　　　　　④保険料○　④保険料×　④保険料○　④保険料○
　　　　　　▼③保険料○　　　　　▼　　　　▼　　　　▼　　　　▼

　③保険料×▼　　　　▼③保険料×

　被保険者が育児休業中の賞与控除
1 育児休業開始月

☆　申出をした日の属する月に支給した賞与は対象外

2 育児休業終了月

· 終了する日の翌日の属する月の賞与からは控除する

　　　　　　①保険料×　　①保険料×　　　　　　②保険料○
　　　　　　　　　▼　　　▼　　　　　　　　　　　　▼　　　

①保険料○①保険料×　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②保険料○
　　▼　　　▼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▼


賞与からの介護保険料控除の事例
1 40歳到達月

☆　40歳到達月から控除する

2 65歳到達月

· 65歳到達月からは健康・厚年のみ控除

　　　　　　　　　　①保険料◎　　　　　　　　②保険料◎　　　②保険料○
①保険料○　①保険料◎　▼　　　　　　　　　　　　　▼　　　　　　　▼　②保険料○
　　▼　　　　▼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▼


　


５．被保険者への周知

報酬と賞与が同率の保険料負担となるため、賞与については平成15年３月までの

特別保険料と比較して被保険者負担分も事業主負担分も１０倍以上の負担増となることから

従業員には賞与からの控除額がかなり増大することを周知し、ローン返済への注意を喚起　

６．賞与の有無と老齢厚生年金の関係

　①「標準報酬月額」からも「標準賞与」からも同率の保険料を徴収する

②平成15年4月からの報酬比例部分の年金計算は、年間の標準報酬月額と標準賞与の合計額で「平均標準報酬額」を算出し年金額を計算する

3 在職老齢年金は、年金ベースの「総報酬月額相当額」を算出して計算する


(参考資料)　池田悦子(2003)『総報酬制導入後最初の賞与支払実務はこうする』（ビジネスガイドNo.602）日本法令
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